
東京都食育推進計画（案）の概要

〜 持続可能な社会・東京の実現に応える食育の推進 〜

第１章 食育推進計画の策定にあたって

○ 食育とは、様々な経験を通じて「食」に関する知識と「食」を選択する力を習得し、健全な食生活を実践することができる人間を育てること

○ 食育基本法に定める都道府県食育推進計画として、平成１８年の策定以降、平成２３年、平成２８年に改定

○ 本計画は、令和３年度から７年度までを計画期間として、東京における食育を着実に推進していくための基本的な考え方と具体的な施策を提示

第２章 東京の食をめぐる問題

◆食事の摂り方の多様化による「孤食」「欠食」の問題

食事バランスや生活リズムの乱れによる健康への影響や、家族とのコミュニ

ケーションの欠如などが懸念

◆食の外部化・簡便化による食事バランスへの懸念

外食や中食は家事の負担軽減や必要な分だけ食事を購入できる利点がある

一方で、好きな料理を選択しがちで、栄養バランスの偏りに繋がることが懸念

◆健康寿命の延伸を阻む食の問題

働き世代の段階での生活習慣病の予防や、高齢者のフレイルの予防等、健

康寿命の延伸に向けた取組を進めることが大切

１ 健康長寿を阻む食の問題

◆小・中学校での食育活動の現状

学校給食での地場産物の一層の活用や、

生産者との交流など食育活動が進むことで、

児童や生徒の食への関心が更に高まること

が期待

◆企業などでの食育活動の広がりへの対応

家庭や学校以外でも健全な食生活を実現でき

る場として企業や大学等、地域などでの食育活

動が進む取組が必要

◆食育活動への参加をめぐるミスマッチの問題

食育活動への関心を持たない都民が多いこと

や、関心を持つ都民が実践に結びついていない

ミスマッチの状況が問題

２ 食育活動の拡大と参加をめぐる問題

◆食品の安全に関する問題

食品の安全に関する制度や取組の認知度

を高めるとともに、食中毒予防をはじめとした

リスクコミュニケーションの実施が必要

◆食品ロスをめぐる問題

必要以上に買いすぎないなど、一人ひとりの

取組が大切であり、食品ロス削減の意識を高

め実践に結びつける取組が求められる

◆ＳＤＧｓの達成に向けた対応

ＳＤＧｓアクションプラン２０２１で食育が次世

代の教育振興として位置付けられ、食育の推

進はＳＤＧｓの達成に貢献する重要な取組

３ 食に関わる社会的課題への対応

〇 食育は、食に関する適切な判断力を養い、生涯にわたって健全な

食生活を実現することにより、心身の健康の増進と、豊かな人間形成

に役立つもの

〇 食育に関連する局が各施策を着実に実施していくとともに、区市

町村や食育活動団体の取組などと連携することにより、総合的な食

育を推進

Ⅰー１ ライフスタイルに合わせた家庭での食育を進める

Ⅰ－２ 若い世代の段階から食に関する意識を高める

Ⅰ－３ 多様化する食へのニーズに応じた食育を進める

Ⅰ－４ 食を通じた健康づくりを進め健康寿命を延ばす

方向性Ⅰ 健康長寿を実現するライフスタイルに応じた食育の推進

Ⅱ－１ 学校での食育活動を推進する

Ⅱ－２ 生産・流通現場での様々な食育体験を進める

Ⅱ－３ 地産地消を推進する

Ⅱ－４ 新しい日常に対応した体験機会を提供する

方向性Ⅱ 「生産」から「流通」「消費」まで体験を通じた食育の推進

Ⅲ－１ 食の安全に関する理解を深め、実践に繋げる

Ⅲ－２ 食品ロス削減を実践する

Ⅲ－３ 食育を広げ、持続可能な社会の実現を目指す

方向性Ⅲ ＳＤＧｓの達成に貢献する食育の推進

〇 区市町村、食育活動団体をはじめ多くの関係者の理解と協力のもと、取組を推進

〇 取組を進めるにあたり、成果を客観的に把握するための指標等を設定

〇 都、区市町村、食育活動団体などで構成する協議会を活用し、施策の進捗状況などについて情報を共有

第５章 計画の着実な推進に向けて

＜方向性Ⅰ＞

・ 親子が一緒に東京産食材などを調理し試食する食

育体験を実施

・ 大学等の学生食堂や企業の社員食堂を対象に、東

京産食材を試食用に提供することなどを通じ、若い世

代の食への関心を高める取組を推進

・ ホームページやリーフレットなど様々な手法を通

じ、生活習慣病の予防や改善等を支援

など

＜方向性Ⅱ＞

・ 学校給食に地場産物を積極的に活用するなど、

「生きた教材」である学校給食を活用した食育を推進

・ 親子を対象にした市場見学会を開催し、流通関係

者と交流を図るとともに、生鮮食品等の流通の仕組み

や役割について理解を深める取組を推進

・ 東京産食材の魅力を発信するPRキャンペーンを実

施し、地産地消を推進

・ 食育をテーマにした講座の動画配信や、食育に関

する基礎的な知識をわかりやすくデジタル化して発信

するなど、新しい日常に対応した食育を推進

など

＜方向性Ⅲ＞

・ 東京都ＧＡＰについて消費者向けの解説動画の配

信やスーパー等での直売イベントなどにより広く普及

・ 食品ロス削減に向け、都民向け動画の作成やオン

ラインイベントを開催するなど普及啓発を実施

・ 食育をテーマにした講座や講演会等を開催し、消

費者の食に関する知識やエシカル消費の理念に基づい

た行動について普及啓発を実施

など食品ロスへの関心

(出典)「東京都食育推進計画に関する指標調査

(令和２年度)」(産業労働局)
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第４章 具体的な施策の展開第３章 食育推進の基本的な考え方


